



















2008 (平成 20) 年 4 月に発表された IMFの
｢国際金融安定報告書｣ (Global Financial Sta-







のはアメリカである｡ 具体的には, 1975 (昭和
50) 年に株式売買手数料を自由化し, 1980 (昭
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IMF, 世界銀行, WTOのような国際金融貿易
機関 (International Financial and Trade In-
stitutions) は, 経済活動の分野において国際
連合より大きな権限を持ち5, これまで企業価








バブル崩壊後の 1990 年代の日本は ｢失われ




式相互持合い, メインバンク制, 年功序列, 終
身雇用, 企業別組合までが再検討の対象にされ





のうちでも, ｢金融システム改革｣ が, 改革の
規模およびスピードともに際立っている7｡ こ
の改革の動きは小渕内閣, 森内閣にも引き継が
れ, 中央省庁再編の代表例として, 2001 (平成
13) 年 1 月に大蔵省 (Ministry of Finance,
MOF) が財務省 (Ministry of Finance Japan,
MOF) に, また通商産業省 (Ministry of In-
dustry, MITI) (1949 年 5 月 25 日に商工省に
外局である貿易庁, 石炭庁を統合) が経済産業
省 (Ministry of Economy, Trade and Indus-
try, METI) に改組されている｡
2001 (平成 13) 年 4 月に発足した小泉内閣
は, ｢経済成長の促進｣ の名目の下に同年 6 月
30日に ｢成長のための日米経済パートナーシッ
プと規制改革及び競争政策イニシアティブ｣
(the U.S.-Japan Economic Partnership for
Growth, the Regulatory Reform and Compe-
tition Policy Initiative) を発足させ8, とりわ
け ｢金融システム改革｣ ｢経済構造改革｣ を積
極的に推進した｡ 米国政府が毎年日本政府に提
出する要望書は 『年次改革要望書』 (Annual
Reform Recommendations from the Govern-
ment of the United States to the Government
of Japan under the U.S.-Japan Regulatory















次報告書』 (Report to the Leaders on the US.-
Japan Regulatory Reform and Competition
Policy Initiative) に織り込まれ, 第 7 回報告








2008 (平成 20) 年から法人企業統計調査の対
象として追加されることなったことに注目した
い｡ 2006 (平成 18) 年における金融業・保険
業は, 産業別に比較すると事業所数 84,107 事
業所で全体の 1.3％, 従業者数 1,429,413 人で
全体の 2.4％を占めるに過ぎないが (表 1, 表
2), 社会経済システムの根幹となるわが国の基
幹産業である｡ 法人企業統計の調査については,
わが国が占領下にあった 1948 (昭和 23) 年か
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表 1 金融業・保険業の事業所数と従業者数
事業所数 従業者数
2001 2006 2001 2006
銀行業 16,843 14,554 418,441 387,356
協同組織金融業 13,020 11,580 226,687 193,204
郵便貯金取扱機関, 政府関係金融機関 323 331 20,788 19,598
貸金業, 投資業等非預金信用機関 18,331 12,329 177,917 143,033
証券業, 商品先物取引業 3,255 2,993 126,625 111,500
補助的金融業, 金融附帯業 9,651,140 1,140 21,058 26,115
保険業 43,995 41,180 646,500 548,607
合計 96,732 84,107 1,638,016 1,429,413
資料) 総務省統計局統計調査部経済基本構造統計課 ｢事業所・企業統計調査報告｣




2001 2006 2001 2006
金融業・保険業 96,732 84,107 1,638 1,429
農林漁業 21,563 21,677 251 248
鉱業 3,770 3,026 47 34
建設業 606,944 548,861 4,944 4,144
製造業 643,353 548,442 10,956 9,922
電気・ガス・熱供給・水道業 10,378 9,079 324 283
情報通信業 60,103 59,436 1,466 1,593
運輸業 139,007 130,911 2,975 2,914
卸売・小売業 1,807,284 1,604,688 13,316 12,401
不動産業 328,633 320,365 1,003 1,015
飲食店, 宿泊業 864,549 788,263 5,117 4,875
医療, 福祉 297,888 351,129 4,520 5,583
教育, 学習支援業 232,030 231,758 2,813 2,940
複合サービス事業 54,436 49,043 753 707
サービス業※ 1,132,669 1,118,554 8,149 8,690
公務※ 45,670 41,699 1,877 1,852








割 合 1.4％ 20.7％
出所) 財務省報道発表 (2008 年 7 月 4 日)
ら今日まで金融業・保険業を除いた業種 (一般
業種) を対象に実施され, 具体的には2008 年
度における金融業・保険業は母集団法人数で














































一方, 1776 年に東部 13 州の独立によって建
国したアメリカは, その後, さまざま機会にさ
まざまな形で領土を拡大し, 1869 (明治 2) 年
には大陸横断鉄道を完成させ, 新たに列強の仲




主主義 (mass democracy) のパイオニアとし
て世界に登場することになる｡ 1851 (嘉永 4)
年に開催されたロンドン万国博覧会に展示スペー
スを埋められないほどの国家であったアメリカ






ヨーロッパにおいては, 1917 (大正 6) 年の
二月革命によりロマノフ王朝のロシア帝国が崩
壊し, その後ソヴィエト政府が組織され, 1919
(大正 8) 年にコミンテルン (第 3 インターナ










分離独立を果たしたものの, 1979 (昭和 54)
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年に発生したアフガニスタン侵入, 1993 (平成
5) 年に発生したチェチェンとの軍事衝突,







(明治 22) 年の憲法制定, 条約改正, 1894 (明
治 27) 年から 1895 (明治 28) 年の日清戦争を
経て, ようやく西欧諸国に認められ16, いわゆ
る ｢脱亜入欧｣ により近代化を達成した｡ その











イツ, イタリアに日本が加わり 1940 (昭和 15)
年 9 月に三国同盟が結ばれ, わが国は世界大戦
の渦中に入った｡ しかしながら, 1943 (昭和
18) 年 9 月のイタリア降伏, 1945 (昭和 20)
年 5 月のドイツ降伏を受け, 和平による戦争終
結の道を探りつつも, 1945 年 7 月 16 日の原子
爆弾実験の成功, 7 月 26 日のポツダム宣言の
発表, 8 月 6 日の広島原子爆弾の投下, 8 月 8
日のソ連の対日宣戦布告, 8 月 9 日長崎原子爆
弾の投下, 8 月 15 日の終戦詔勅 (玉音放送)
の放送を経て, 9 月 2 日のミズーリ号艦上にお
けるポツダム宣言受諾降伏文書の署名をもって
敗戦を迎える19｡ その後は, 連合国軍総司令部
最高司令官 (Supreme Commander for the





政策として 1945 (昭和 20) 年の検閲指令20,
1946 (昭和 21) 年の公職追放, 同年の東京裁
判 (極東国際軍事裁判) 開廷21が矢継ぎ早に進
められるとともに, 民生安定のための経済復興
策として対日援助が 1951 (昭和 26) 年 6 月ま
で続けられた22｡ この間, 1949 (昭和 24) 年の




隊, 1952 (昭和 27) 年に保安隊 (警察予備隊
の再編), 1954 (昭和 29) 年には自衛隊が発足













(昭和 39) 年の東京オリンピックの開催, 1988
(昭和 63) 年のソウルオリンピックの開催に続















中京経営研究 第18巻 第1号 5
ては, 他方で各国は国民国家としての国益









わが国は, 1953 年 (嘉永 6) 年のペリー浦賀










を発刊し, 本書の ｢合本学問之勧序｣ において














この成功体験は, 一時期 ｢日本型経営｣ として
持て囃され, 日本企業の製品輸出や海外進出に
繋がった｡ 従来の日本型経営においては, ヒト
(人的資源), モノ (物的資源), カネ (財務的
































大財閥 (三井, 三菱 (岩崎), 住友, 安田, 鮎




せて財閥を解体し, 財閥家族 56 人と財閥系諸
会社役員 3,668 人を経済界から追放した27｡ ま
た, 1947 (昭和 22) 年から GHQ の後援を受
けた ｢証券民主化運動｣ を背景に個人所有の株
論 文
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式が増え, 個人持株比率は 1945 (昭和 20) 年
の 53.1％から 1949 (昭和 24) 年には 69.1％に
まで増加した28｡ しかしながら, 個人持株比率
は 1949 年の 69.1％をピークに株式持合いなど
により漸次低下し, 1950 (昭和 25) 年に 61.3
％, 1960 (昭和 35) 年に 46.3％, 1970 (昭和
45) 年に 39.9％, 1980 (昭和 55) 年に 29.2％,












急速に低下し, 1975 (昭和 50) 年には 14.2％






1973 (昭和 48) 年のアメリカの自己資本比率
は 52.1％ (株式 35.9％), 1971 (昭和 46) 年の
イギリスの自己資本比率は 47.5％ (株式 18.0
％), 1972 (昭和 47) 年の西ドイツの自己資本
比率は 35.8％ (株式 17.49％) と, 当時の日本
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日本 5.5 8.9 14.1 85.6
アメリカ 35.9 16.2 52.1 47.9
イギリス① 18.0 29.3 47.5 52.5
西ドイツ② 17.4 18.4 38.5 64.2
注) ①は 1971 年分, ②1972 年分｡
出所) 高橋 亀吉 (1977), 259 ページ｡
表 4 比較貸借対照表
(単位：％)
年度 1975 1985 1995 2006 年度 1975 1985 1995 2006
項目 項目
当座資産 37.6 36.0 29.4 19.9 流動負債 53.1 46.7 39.4 30.4
棚卸資産 16.7 12.8 11.1 6.8 固定負債 32.7 29.2 32.3 30.7
その他 5.0 4.4 4.8 7.6 負債 85.8 75.9 71.6 61.1
流動負債 59.3 53.2 45.4 34.0 資本 14.2 24.2 28.4 38.9
固定資産 40.7 46.8 54.6 66.0
資産計 100.0 100.0 100.0 100.0 負債・資本計 100.0 100.0 100.0 100.0
注) 1. 繰延資産は, 固定資産に加える｡
2. 特定引当金は, 固定負債に加える｡
出所) 1975 年, 1985 年, 1995 年は日本銀行 ｢主要企業経営分析｣ より, 2006 年は三菱総合研究所 ｢企業経営の
分析｣ より作成｡
論 文




























1949 677 2.8 ○9.9 － － － － － － － ◎12.6 ○5.6 － ◎69.1
1950 713 ◎3.1 12.6 － － － － － － － 11.9 11.0 － 61.3
1952 770 1.0 21.8 － － 6.0 － － － － 8.4 11.7 ○1.2 55.8
1960 785 0.2 30.6 － － 7.5 － － － － 3.7 17.8 1.3 46.3
1963 1,538 0.2 30.9 － － ◎9.5 － － － － 2.2 17.9 2.1 46.7
1970 15,84 0.2 32.3 15.4 － 1.4 － 11.1 4.0 1.8 1.2 23.1 3.2 39.9
1973 1684 0.2 35.1 17.4 1.2 － 11.1 4.6 1.9 1.5 ◎27.5 3.0 32.7
1980 1,734 0.2 38.8 19.2 － 1.5 0.4 12.5 ◎4.9 2.2 1.7 26.0 4.0 29.2
1982 1771 0.2 38.9 19.2 － 1.2 ○0.4 12.7 4.9 2.2 1.8 26.0 5.1 28.0
1983 1,790 0.2 39.0 19.4 － ○1.0 0.4 12.7 4.8 2.1 1.9 25.9 6.3 26.8
1985 1,833 0.8 42.2 ◎21.6 － 1.3 0.7 ◎13.5 4.5 2.6 2.0 24.1 5.7 25.2
1986 1,881 0.9 43.5 16.1 ○7.1 1.8 0.9 13.3 4.4 2.6 2.5 24.5 4.7 23.9
1987 1,924 0.8 44.6 15.9 8.4 2.4 1.0 13.2 4.2 ◎2.8 2.5 24.9 3.6 23.6
1888 1,975 0.7 45.5 16.3 9.9 3.1 1.0 13.1 4.2 2.1 2.5 24.9 4.0 ○22.4
1989 2,030 0.7 ◎46.0 16.4 10.3 3.7 0.9 13.1 4.1 2.1 2.0 24.8 3.9 22.6
1990 2,078 0.6 45.2 16.4 9.8 3.6 0.9 13.2 4.1 1.8 1.7 25.2 4.2 23.1
1991 2,106 0.6 44.7 16.3 9.7 3.2 1.0 13.2 4.0 1.6 1.5 24.5 5.4 23.2
1997 2,387 0.5 40.2 14.6 11.1 1.4 3.3 10.2 3.3 1.0 0.8 24.1 9.8 24.6
1998 2,426 0.5 39.3 14.0 11.7 1.2 3.8 9.4 3.2 1.0 ○0.7 24.1 10.0 25.4
1999 2,472 0.5 36.1 12.8 10.9 1.6 3.6 8.3 2.9 1.2 0.9 23.7 12.4 26.4
2000 2,587 0.4 37.0 11.5 14.3 2.2 4.3 7.6 2.8 0.8 0.8 22.3 13.2 26.3
2001 2,656 0.4 36.2 9.4 16.6 2.7 4.9 6.7 2.7 0.7 0.8 23.2 13.7 25.9
2002 2,661 0.3 34.1 7.0 ◎18.5 3.4 ◎5.0 5.6 2.4 ○0.7 0.9 24.8 16.5 23.4
2003 2,679 0.3 31.1 5.7 17.4 3.2 4.1 4.9 2.3 0.8 1.1 25.1 19.7 22.7
2004 2.775 0.2 19.6 3.0 11.0 2.3 2.3 2.9 1.3 1.3 0.9 17.4 16.5 45.6
2005 2,843 ○0.1 19.1 ○2.2 11.6 4.2 2.4 ○2.2 ○1.0 2.1 2.0 19.8 22.2 36.8
2006 2,937 0.2 24.6 3.7 14.4 4.0 2.9 3.8 1.7 1.0 1.8 23.6 25.4 24.4
2007 2,957 0.2 24.7 3.7 14.6 4.1 3.0 4.0 1.7 0.8 1.5 24.7 ◎25.5 23.4
注) ◎は最高, ○は最低記録｡
出所) 総務省ホームページ｡
になる｡ また, 株式保有に関して, 個人投資家
の持株比率が年々低下し, 金融機関, 事業法人














計基準の採用, 国際的 M&A などの趨勢を反
映して, 近年, 日本企業においても, 経営財務
の分野に対する関心が高まっている｡ 例えば,
財務担当役員としての最高財務責任者 (chief
financial officer, CFO) を重用する企業が増
えてきているのはその 1つの証左である｡ その
結果, 最高財務責任者の担当範囲は, 従来の間
接金融, 財務戦略に加え, 直接金融, 事業戦略
全体にまで及んでいる30｡ 外国人株主の増加は
法制度の改正にも反映し, 例えば, 三角合併が


















2005 (平成 17) 年に ｢企業価値報告書：公正
な企業社会のルール形成に向けた提案｣32 を,




欧米の大企業を見渡すと, 2001 (平成 13)
年にエンロン (1985 年創業), 2002 (平成 14)
年にワールドコム (1983 年創業), そして 2008
(平成 20) 年 9 月にはリーマン・ブラザーズ




させている34｡ ウェルチは, 2001 年引退時期の
ころには ｢今世紀最高の経営者｣ と褒め称えら























(Thomas L. Friedman) は, グローバル化を,
① ｢グローバリゼーション 1.0｣ (国家と腕力
時代の転換期における経営財務に関する一考察
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の時代であり, 1492 年から 1800 年ころまでの
世界のサイズを L からMに縮めた時期), ②
｢グローバリゼーション 2.0｣ (多国籍企業の時
代であり, 世界のサイズをMから Sに縮めた
1800 年前後から 2000 年前後までの時期), ③
｢グローバリゼーション 3.0｣ (個人の時代であ
り, 世界のサイズを S からさらに縮めて平坦
にした 2000 年以降の時期) の三段階に分ける｡
















































P. Huntington) によれば, 1492 年のコロン
ブスの新大陸到着以降およそ 400 年間は, イギ




産主義圏, 同盟国圏に分類され, 1990 年以降
においては, 西欧, ラテンアメリカ, アフリカ,
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